
(独)国立成育医療研究センタ■

創
‐

設:平成14年 3月 1日

所 在 地:東京都世田谷区  |
主な組織 :研究所、病院、臨床研究センタニ

役職員数 (常勤):805名 (平成22年4月 1日 現在)

病 床 数 :460床     :

沿革・組織

我が国の成育医療の中核的機関としてtノ 1｀児医療、母性医療、父性

医療及び関連・境界領域を包括する成育医療についての調査t研究、
医療技術の開発、医療の提供及び医療従事者の研修等を行う:

○ 成育医療を発展させるTR等の研究の推進
・超音波や胎児内視鏡を用いた胎児医療の実施
口免疫異常等小児難病に対する遺伝子治療の開発
liPS細月包、ES細胞を用いた再生医療の推進
・妊娠と薬の情報提供や子どもの事故防止プログラムの提供



独立行政法人目立成育医療研究センターの概要

≪基礎デニタ≫ 【2癖度】【鯵初24度】≪組織体制≫ 〔警舗描割
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現役出向者
0人

職員
804ノk

鞘墨鶴員142人 〕

うち   |  | |
:国

家公務員出身者
0人

うち
―  ‐

現役出向者
4人

予算 189億 円
うち   ―| ‐ |
国からの財政支出 50億円

* 役職員数は平成22年 4月 1日 現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者 "現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日 現
在、うち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値 |  :

≪主な事務・事業≫  ・

研究所

804ン｀

うち管理部門

(事務部門等のうち医
事、研究事務除く)

30人

躙
％

臨床研究センタニ

病院

事務部門等

i総務部
・人事部
・企画経営部
・財務経理部

事務暉事業
うち国からの財

政支出

研究事業

臨床1研究事業

診療事業

教育研修事業

情報発信事業



沿革・組織

(独 )国立長寿医療研究センタ■

創  設:平成16年 3月 可日

所 在 地 :愛知県大府市
主な組織 :研究所t病院    :
役職員数 (常勤):408名 (平成22年 4月 1日現在)

病 床 数 :402床 |

我が国の長寿医療の中核的機関として、加齢に伴って生じる心

身の変化に起因する疾患であって、高齢者が自立した日常生活 '

を営むために特に治療を必要とするものに関する調査、研究、医
療技術の開発、医療の提供及び医療従事者の研修等を行う。

○高齢者疾患の包括的:全人的医療の提供
:高齢者の生)舌の質を向上に向けた[

・地域の保健 L医療・福祉と連携した准
口認知症の早期診断法の開発等の先

○老化の制御と老年病克服のための新しい医療の発展の普及に尽力
・認知症、骨粗霧症の病態解明と新規治療法の開発 |     :
・再生医療による革新的歯科治療技術の開発  ■

1全国の医師に研修を実施t年間約300名 の「認知症サポ■卜医」を養成



独立行政法人国立長寿医療研究センタニの概要

、≪基礎デ■夕≫ レ癖 度】 【鯵初24度】 ≪ 組 織 体 市1≫ 〔警錦轟雪魯〕
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国家公務1員 出身者
0人

うち1111
現役出向者

3人

1予算 06億円
うち

'国からの財政支出 35億円

* 役職員数は平成22年 4月 1日 現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者・現役出向者にういてはそれぞれの年度の4月 1日現
在、うち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

《主な事務・事業》

予算 `

うち国からの財政支出

研1究I事:業
14億円 13億円

臨1床1研究‐事‐業 45億円 14億円

診療 1事1業 27億円 2億 円

教育研:修1事1業 2億円 2億円

情報発:信:事業| 1億円 0億曜
^

研究所

405人

うち管理部門

(事務部門等のうち
医事、研究事務除く)

24人

5.93%

認知症先進医療
開発センター 、

病院

事務部門等

事務部門3部



独立行政法人 労働者健康福祉機構の概要

法人概要 ‐

○ 設立 目的
|                           :                    :

:[[[1謹[量意[[君倉;I][身[[幅]言]言[翼
纂ユ房費穏隻理暴擬ILttT2爆曇ぁ督肇負3身8署鷲纏径

ともに、未払賃金の立替払事業等を行い、もつて労働者の福祉
の増進に寄与することを目的とする。        1

0 設 立                              、ヽ
平成16年 4月 1日 に労働福祉事業団から独法化  ※特殊法人労働福祉事業団(昭和32年7月 1日 設立)

○ 役職員数                             1
役員 7名 (理事長1名 、理事4名 、監事2名 (う ち1名 は非常勤))           。

職員 114,251名
(平成22年 4月 1日現在) 【労災病院職員 (13,560名 )、 その他職員 (691名 )】      :

○ 予算額                                            :
平成22年度事業予算3,145億円 (う ち国の財政支出310億 円 (国費割合9。 9%)) |

※労災病院については自己収入(医業1又入)で運営されており、国費は投入されていない。

業務概要
○ 労災医療推進のための事業      :   ́            _   ′労災病院グル守プを核としたネットヮニクにより、労

発す属霞醤麗薯1淫糞雀皐r饉嘉子な甚壁漁健爆蟹辱:霧起|貫した高度・専門的医療の提供、労災疾病等に関する研 |

○ 未払賃金立替払事業                                      |
企業倒産により賃金未払のまま退職した労働者に対して、「賃金の支払の確保等に関する法律Jに基づき、未払賃金 i

Iの二部を立替払するもの。

○:その他          
´

労働安全衛生融資、在宅介護住宅購入資金の貸付等に係る貸付債権の管理、回収 (経過業務)等

‐  ■29-



独立行政法人労働者健康福祉機構の概要  ‐

≪基礎データ≫ 【24度】【鯵勘2蜂度】≪組織体制≫

1役員 |

7人
(うち監事2名 )

うち
― ‐

国家公務員出身者
2人 3人

うち
現役出向者

1人 : 1人
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国家公務員出身:者
2人 2人

うち|‐●:‐ |

現役出向者
65ノk 64人

:予算| 3,145億 円
うち ■  :  ・
国からの財政支出

310億 円 396億 円

役職員数は平成22年 4月 1日 現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家公務員出
身者・現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日 現在、うち国からの財政支
出についてはそれぞれの年度の数値
平成22年4月 1日 現在の役員2名 のうち、1名 は暫定任用 (=再公募)

≪主な事務・事業≫ (単位 :億円)

事1務1事業 予算
うち国から
の財政支出

1労本医療‐推準のための事業 2′ 839 104

労災病院事業 2′685 10

1労1栞病院事業以外 153 104

266 202

41 4

I響錦轟雪劃
(全体 ) 4.10/0

_本部
フ音52室
(117人 )

うち管理部門
4部2室 (67人 )

57.30/o

地 方
労災病院30施設
その他65施設

(14′ 134人 )

うち管理部門
514人

3,6%

※ 1

※ 2

医療リハビリテーションセンター

総 合 せ き 損 セ ン タ ニ
経営企画室

看 護 専 門 学 校

産 業 保 健 推 進 センター

労災リハビリテ=シヨン作業所

医療事業部

産 業 殉 職 者 霊
‐

堂
産業保健部

賃金援護部



労働者健康福祉機構から公益法人への支出状況 (契約)及び国家公務員OB役職員の在籍状況

契約の相手方法人 物品役務等、
公共工事等の名称

契約形態の別
契約による

支出合計金額
(千 円)

ヨ家公務員OB役員数 コ家公務員OB職員数

|うち厚労省OB

ち国家公務員 )日常動役員数 うち国家公務員( B非常at役 員数

1・ 財書 法人名 うち厚労省OB うち厚労省0日 うち厚労省OB

社 オリエンタル労働衛生協会 職員健康診断業務 3 1,38( 0 0 0

財 化学及血清療法研究所(新法人へ移行済) 一般検査業務 1

財 に学及血清療法研究所〈新法人へ移行済) 救外結核患者に係る結核健診 3

財 毎外邦人医療基金 海外派遣労働者等の健康管理対策業務等 1 0 0 0

財 西電気保安協会 高圧絶縁監視業務

財 正協会 レントゲン袋他購入 3

財 た州電気保安協会 電気保安業務 3

財 四国電気保安協会 電気設備年次点検 3

財 中国電気保安協会 保護継電器試験 3

財 中部電気保安協会 自家用電気工作物保安管理業務 3

財 東北電気保安協会 高圧受変電設備検査 3

社 日本アイソト■プ協会 放射性同位元素購入 4 770,72(

財 日本ポリオ研究所 ポリオワクチン購入 4 2 1 1 1 1 0

財 日本医療機能評価機構 病院機能評価 本審査評価 4 9.82( 1 1 1 0 3

社 日本家族計画協会 健康メモシリーズ印届1 3 0 0 0 0

社 日本健 康倶楽部 胸部X線直接撮影 3 1 0 1 0 0

社 日本産業カウンセラー協会 勤労者心の電話相談業務 1 7,55( 2 1 1 1 0

社 日本産業カウンセラー協会 動労者心の電話相談業務 4 75,7o〔 1 1 1 0

財 北海道電気保安協会 受変電設備保守 1

財 北海道電気保安協会 自家用電気工作物保安管理業務 3

財 1ヒ陸電気保安協会 自家用電気工作物保安管理業務 1

財 北陸電気保安協会 電気保安業務 3

1 て し

(注2)国家公務員OB役員数については平成22年 7月 ¬日現在、国家公務員OB職員数については平成22年4月 1日 現在の数である。
(注3)他省庁所管法人、新法人への移行済法人汲び解散済法人の国家公務員OB役職員数については「―」を記載している。
(注4)契約形態の別は次のとおり表示している。

1 -般競争入札
2指名競争入札      '
3随意契約 (競争性あり).
4随意契約 (競争性なし)

-31-



r, 独立行政法人ヽ国立病院機構の概要

1。 設立

8轟竪魃 呈病院機構法 (平成14年

'去

律第191
号)を根拠法として設立された特定独立行政法人

2.機構の行う業務
① 医療を提供すること

:

② 医療に関する調査及び研究を行うこと      '
③:医療に関する技術者の研1多を行うこと
④ 上記に付帯する業務を行うこと

3.1組織の規模 (平成22年4月 1白現在):
病院数  :144病院 ~
運営病床数 :52,742床 (全国シェア3.5%)~

一般病床 療責病床 結核病床 精神病床 感染症病床 十一言

０

45923 12C 2,444 4,222 33 52,742

臨床研究センター :10病院
臨床研究部 :62病院
附属看護師等養成所 _

看護師課程 :42校
助産師課程      ・ 5校   _
リハビリテニシ∃ン学院 : 1校

国立病院機構の理念

私たち国立病院機構は

国民一人ひとりの健康と我が国の医療の向上のために

たゆまぬ意識改革を行しヽ、健全な経営のもとに

憲者の目線に立って懇切丁寧に医療を提供し

質の高い臨床研究、教育研修の推進につとめます

4.患 者 数 (平成21年度実績)

入院憲者数 (1日平均)144,278人
、外来憲者数 (1日平均) 47,921人

5.役職員数 (常勤)

役員数 7人 (平成22年4月 1日現在)

職員数 51:058人 (平成22年 1月 1日現在)

※医師5千人、看護師32千人、その他14千人
【着護職の副院長を5病院に設置】

6.財務

各病院が自己の診療収入により収支相償を目指しています。
平成21年度|よ 国立病院機構全体で純利益3481意円 (総収. 

支率104.4%)、 経常利益388億円 (経常収支率104,9%)
であり、5期連続の黒字経営及び6期連続の経常収支プラスを
達成しています。 _

■  また、個展の病院においても、法人発足時の平成16年度決
算 (経常収支)において75病院 (再編成実施病院除く)あっ
た赤字病院が、平成21年度決算では32病院 (△43病院)に
減少し、収支改善が進んでいます:    ヽ
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独立行政法人国立病院機構の概要

≪基礎データ≫ 組織体制≫
1薔選

に 占 め Z

部門の割f

(全体 ) 4.460/o

本部 識3蝸 b16Al
ブロック事務所6(164人 )

うち管理部 門
4部 1室 10課 (85人 )

プロック事務所 (92人 )

63.210/o

病院
144病 li

(50,778人 )

うち管理部門
各病院の企画`管理
部門(医事除く)

(2〕 099人 )

4.13%

* 病院の管理部門は、庶務、経理等直接患者と接しなし部 門とした。

* 役員数は平成22年 4月 1日 現在、職員数は平成22年 1月 1日 現在、予算額は平成22

年度の数値、うち国家公務員出身者、現役出向者につし`てはそれぞれの年度の4月 1

日現在、うち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

≪1主な事務・事業≫

事務口事業 予算
うち国からの財

政支出

診療事業 8,498億 円
437億 円 (国期間分
の退職給付債務347億

円を含む)

臨1床研究事業 103億 円 33億円

教育研修事業 75億 円 14億円

≪
【22年度】 【(参考)21年度】

役員
ｒ
ｌ
，ｕ

うち国家公務員出身者 1人 4人

うち現役出向者 2人 2人

職員

51,058A
ヽ
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■
―
ノ爛峰

力

　

，

ま

６醐
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〆
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―
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うち国家公務員出身者 0人 0人

うち現役出向者
(特定独立行
政法人)

(特定独立行
政法人)

1予1算 8,676億 円 うち国からの財政支出 484億円 504億円
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―
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国立病院機構から公益法人への支出状況(契約)及び国家公務員OB役職員の在籍状況

契約の相手方法人 物品役務等、
公共工事等の名称

契約形態の別
契約による

支出合計金額
(千 円)

コ家公務員OB役員数 国家公務贅0日職員数

|うち庫労省OB

ち国

:公|]1鉤
うち国家公務員C B非常動役員数

は・財聟 法人名 うち厚労省OB うち厚労省0日

社 ドイラ・クレーン安全協会 ポイラー水管性検査料 4 5 1 1 3

財 医療研修推進財団 医師臨床研修マッチング手数料 4 2,25( 3 0 3

財 化学及血清療法研究所(新法人へ移行済) 委託検査 1

財 関西電気保安協会 自家用電気工作物保安管理業務

財 関東電気保安協会 自家用電気工作物保安管理業務委託 4

財 九州電気保安協会 電気設備保安管理業務 1 5.65(

財 建設物価調査会 建設物価」購入

財 献血供給事業団 血漿分画製剤 6,95【 0 0 0

財 国際協力医学研究振興財団 臨床研究データマネージメント料 860C 3 0 3 3

財 骨髄移植推進財団 骨髄移植適合性試験費用及び検査費用 i5,876 3 1 2 1 0

財 四国電気保安協会 自家用電気工作物の保安管理業務 1 10,OiC

財 四国電気保安協会 電気工作物の維持管理 4

財 歯科医療研修振興財団 歯科医師臨床研修マッチング手数料 4 0

財 中国電気保安協会
′ 自家用電気工作物保安管理業務委託 1

財 中部電気保安協会 電気保安管理業務委託 |

財 東Jι電気保安協会
野

度自家用
,気

平作物堡安
写
理
す奮

1

社 日本アイソトープ協会 放射性医薬 品購入 4 2,120,18`

社 日本ポイラ協会 ポイラー性能検査料 4 2 2 0

財 日本医療機 能評価機構 病院機能87価 業務委託契約 12.07: 1 0 3 3

社 日本臓器移植ネットワーク 臓器移植における費用分配 4 1 3 0 0

財 日本中毒情報センター 中毒情報利用料 4 0 0 0 0 0

財 北海道電気保安協会 自家用電気工作物保安管理業務委託 4 4.721

財 北睦電気保安協会 自家用電気工作物保安管理業務委託契縦 1

社 労働保健協会 看護助産学校lt康診断 1 0 0 0

¬ は平成20年度決算額を記載してし
(注2)国家公務員OB役員数については平成22年 7月 1自 現在、国家公務員OB職員数にづいては平成22年4月 1日 現在の数である。
(注3)他省庁所管法人、新法人への移行済法人及び解散済法人の国家公務員OB役職員数については「―」を記載している:

(注4)契約形態の別は次のとおり表示している。

1繕磐藝季灸1[      :  :                      i l
3随意契約(競争性あり):                          、
4´随言契約(競争性なし)        ^
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国立病院機構から公益法人への支出状況 (契約以外)及び国家公務員OB役職員の在籍状況

(注 2)

(注 3)
国家公務員OB役員数に は平成22年 7月 1日 現在、国家公務員OB職員数
他省庁所管法人、新法人への移行済法人及び解散済法人の国家公務員0日役職員数については「―」を記載している。

交付先法人
支出の名目等

左記法人に対す
る支出実績額

(千円)

国家公務員OB役員数

|う
ち厚労省OB

国家公務員OB常勤役員数

|う
ち厚労省OB

国家公務員OB非常勤役員数

1嚇
国家公務員OB職員数

|う
ち厚ガ省OE

1・ 財自 法人名

社 日本医師会 医師会費 57.328 0 0 0 01_1 1 0
財 日本医療機能評価機構 産科医療補償制度掛金 95,214 1 1 1 1 0 0

(注 1)

(注 2)
威 20年度決算額を
oR得 昌数にづいて

てルヽる。
た22年 7月 1日 現在、国家公務目oB職員数については平成22年4月 1日 現在の数である
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1概要

(1)法本9名 称   独立行政法人準基・健康保険結祉施設整理機構 (以下「機構J星いう:)           _.:1
(2)法人の 目的

機構は、旧厚生年金保険法第フ9条、1旧 国民年金法第74条の年金福祉施設及び健康保険法第150条第1項又は第2貫の事業の用に供していた政府管掌の
健康保険施設(以下「年金福祉施設等」という。)の譲渡又は廃止等の業務を行うことにより(年金福祉施設等の整理を図り、もうて厚生年金保険事業t国民年
金事業及び全国健康保険協会力`管掌する健康保険事業の適切な財政運営に資することを目的とする。

(3)役.員 理事長1人、理事1人 (非常勤)、 監事2人 (非常勤)を置く。

(4)役職員の身分  非公務早とする。ただしt役職員1守警義務を課すとともに、刑法等の罰則の適用については公務員とみなす。

(5)法人の業務  。年含福祉施設等の譲渡又は廃止を行うことし
_  11    ・年金福祉施設等の譲渡又1ま廃止を行うまでの間、年金福祉施設等の運営及び管理を行うこと。

・上記業務に附帯する業務を行うこと。             .
(6)法 人の運営費  法人の運営費はt全て年全福祉施設等の譲渡により生じる収益により鯖うg  i

(7)国庫納付金  毎事業年度、年金福祉施設等の譲渡により生じた収入からl事業運営に必要な経費を控除した残余の額を、国の特別
会計に納付する。                .   :   ′       ‐

(8)機構 の解 散  機構は、設立後5年を経過した日十三解散することとし:その資産及び債務は:解散の時において国が承継する。

ノト駐量[亀毛早旱滉蹴 隅 η翻盤 躙 電『
71L施設整理機帯法の一部を改正する法律」(平成?2年法律第48号)におぃて、設立後7年を

(9)設立年月:日  平成17年 10月 1日 fi     l
2年金福祉施設等の 合理化の

旧社会保険庁

公益法人は施設
譲渡までの間施
設の運営を行う

地方:自 治体 ,民間等

′

ト

ｌ

ｌ

ｌ

ｉ

Ｌ

ヽ
ｌ

ｉ

ｌ

ｌ

‥

ノ

独立行政法人年金「健康
保険福祉施設整理機構

1菫辮 を
l

施設の購入イt金



独立行政法人年金「健康保険福祉施設整理機構の概要

《基礎データ≫ 【22年度】【鯵ゎ21年度】` 組織体制≫ 〔嘗轟昂轟雹魯
(全体) 180/o

本部
5部3課
(33人 )

うち管理部門
1部 1課 (6人 )

180/o

地 方

4人

〔言言]::3:炎 |

うち  : ‐  |
国家公務員出身者

0人 0人

うち ::
現役出向者

0人 0人

職員 人
　
認

３３一“鰤・

・

１

うち  ―   |
国家公務員出身者

0人 0人

うち |
現役出向者

11人 11人

3.6億円
うち: 11111: |
1国 からの財政支出 0億円 0億円

* 役職員数は平成22年 4月 1日 現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者 ,現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日現
在、|う ち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務:事業
:≫

事務1事業 予算

〔踏費〕

うち国からの
財政支出

1年全福祉1施1設:等0議渡来墜廃

=|■人件貴12億円■ ||■■ ‐ ′ ■
|■管理費(借料、光熱水料等)11●億円‐ |

3.6億円 0

ｒ

ｉ

ｌ

ｌ

ｉ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｉ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

暉１

‥

＝

―

＝

ｌ

ｌ

■

「

＝

―

＝

Ｉ

■

１

１

１

■

ｌ

１

１

１

１
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独 立 行 政 法 人 勤 労 者 退 職 金 共 済 機 構 の 概 要

1.法人の概要

所 在  地

設 立 年 月 日

役 職 員 数

設 立 経 緯

設 立 目 的

東京都港区芝公園1丁 ロフ番6号

平成 115年 10月 1日                                   ‐    :

鮨各影蓄浙習警蟹身膚堪急』諷訳新tl必曇色醜翻 鼎 姿遭ポ者呂見ξL躍

`2年

4「 1日現P

i[::i:言 1::1草:詈薯蓋[堡署8奮貫曇雪量]言糖魂囃た1鐸書書菖壁遭羹壇懇査妻碁組合菫」。| :
:昭和76年 10月  1日

だ審議粉 T†
共済

彎,と
清,酉製専脊

退職全共済組合を統合して建設業・清酒製造業退職金共済

“昭和57年 1月 1日 林業退職金共済事業を開始することに伴い、建設業「清酒製造業退職金共済組合を建設業・清酒製

口平義1轟 崩 1日 常 逮 熙 勃 鱗 蜃 皐 音響蓬象皇.繕着製造業・林業退姦金真済組答を統合しを勤勢者退職基

・ 平成15年 10角 1甲ち      労者退職金共済機構に移行:       | :    :
中小企業退職金共済法の規定による中小企業退職金共済希1度の運営を行うことを目的として設置。

2.業務の概要

(1)一般の中小企業退職金共済制度の運営          ‐ギ                      |
※二般の中小企業退職金共済制度とは、中小企業の従業員(原則として期間雇用者等を除く全従業員)を対象とし、事業主が金融機関を通じそ
毎月

「

定の掛金を納付するとt従業員が退職したときに、機構から直接当該従業員に退職金が給付される仕組みである。 1

(2)特定業種退職金共済制度の運営

斃 蟹鍛 嵩蒲鉤鷺 眠 榔 騨 蘇
f懸軌癬輪鑑 顎 ]  誓宰60円 )を貼付し、当該労働者が業界で働くことをやめたときに、機構から[
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独立行政法人勤労者退職金共済機構の概要

≪基礎デニタ≫ レ簿 度】 【鯵詢 21年度】
≪ 組 織 体 制 ≫

役員 7人

うち  1  1
国家公務員出身者

1人 4人

うち
現役出向者

0人 0人

255人

リト常勤職員2亮人〕

うち

国家公務員出身者
0人 0人

うち ■‐■|
現役出向者

7人 7人

予1算
| 5り722億円

うち   ■| ■
国からの財政支出 90億円 107億 円

る

合

・

め

割
占
Ю難馴

法

管

本部
10音F33言果

(255人 )

うち管理部門
1部4課 (32人 )

13%

地方

* 役職員数は平成22年 4月 1日 現在、予算額は平成22年度の数値、
国家公務員出身者・現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 11

在、うち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務・事業≫

“
瑚

l l111監 事:||||

:

※うち基幹的業務に係る事務費補助金

加入や掛金増額の際の共済契約者への助成

1,536百万円

7,453百万円
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事務1事業 予算
うち国からの
財政支出

.

中小企‐業退職金共済‐事業
5′ 722

億円

90

億円※
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勤労者退職金共済機構から公益法人への支出状況(契約)及び国家公務員OB役職員の在籍状況

契約の相手方法人 物品役務等、
公共工事等の名称

契約形態の別
契約による

支出合計金額
(千円)

国家公務員O●役員数 国家公務員OB職員数

｀
 |う:厚労省00|うち庫勢省6B

うち国家公務員OB常勤役員数

|うち厚労省OB

うち国家公務員0日非常動役員数

|       |う ち暉労省。B土磁 隻 法人名

社 全国労働保険事務組合連合会 申込事務取扱業務委託(中 退共制度) 9,682 1 1 1 1 0 0

社 全国中小企業勤労者福祉サニビスセンター
申込事務取扱業務委託(中 退共制度)

笙
9,223 2 1 1 1 1

π:ι

(注2)国家公務員OB役員数については平成22年7月 1日 現在、国家公務員OB職員数については平成22年 4月 1日 現在の数である。
(注3)他省庁所管法人(新法人への移行済法人及び解散済法人の国家公務員OB役職員数については「一」を記載している。     

｀

(注4)契約形態の別は次のとおり表示している。
 ヽ 1 -般 競争入札

2指名競争入札    :
3‐随意契約(競争性あり)

4随意契約(競争性なし).
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1発  足

2規  模

3所 在 地

4組  織

平成 15年 10月 1日 に日本障害者雇用促進協会より独法化
((財)高年齢者雇用開発協会の業務の二部を移管)

役員 7名 (うち非常勤1名 )

東京都港区 (主たる事務所)

職員 716名 (平成22年4月 1日現在)

本部ご広域障害者職業センタニ (2か所)

地域障害者職業センター (47か所)

5 業務概要 (1)高年齢者の雇用支援に関する業_務    |    、
l      ① 定年弓l上 げ等を支援するための給付金の支給 :    「

② 高年齢者の雇用に伴う人事管理制度の見直し等、事業主に対する援助
~    (2)障

害者の雇用支援に関する業務     C           I
① 障害者職業センターによる職業リハビリテニション (職業評価1 ■

職業指導t職業準備支援)の技法開発・実施
② 障害者職業能力開発校の運営             :'
③ 障害者雇用納付金の徴収及び調整金「報奨金、助成金の支給

:     ④ 障害者雇用に関する相談援助tア ビリンピラタの開催等   ■

6 平成22年度予算  ヽ :   |  :      :   ｀

国か らの財政支出額 318.6億 円
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独立行政法人高齢口障害者雇用支援機構の概要

役員 7人

うち    ―   :
国家公務員出身者 1人 3人

うち
現役出向者

1人 1人

職員
716人

このほか

非常勤職員801人

うち

国家公務員出身者 3人 7人

うち.

現役出向者 62ノk 58ノk

予1算 | 576.3億 円
うち
: |■‐|

国からの財政支出

318.7

億円

433.7

億円

≪基礎デニタ≫ 【22年度】 【鯵却 21年度】≪ 組 織 体 市1≫ 1嘗轟扉轟雪魯}

* 役職員数は平成22年 4月 1日 現在、予算額は平成22年度の数値、うち
国家公務員出身者 口現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日現

.在
、うち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値  :

≪主な事務・事業≫

く管 理 関 係 )

く障 害 者 関 係 〉

(高 齢 者 関 係 )

総     務

経 .    理

企     画

納   付   金

障 害 者 助

雇 用 開 発 推

部

部

部

部

成 部

進 部

雇 用 推 進 :研 究 部

高 t     齢        :旨       月防        成       部

研究 企 画 部・研 究 担 当職  |

広域障害者職業センター

地域障害者職業センター

10部 31課 (250人 )
うち管理部門

3部 10課 (73人 )

地方

国立職業リハビリテー
iションセンター

(48人 )

国立吉備高原職業リハ
ビリテーションセンター

(30人 )

地域障害者職業セン
ター(388人 )

47センター5支所
(33人 )

事務1事1業 予算
うち国からの
財政支出

星置欝珊 |‐T‐1'f早†?千貸言青 235.2億円 235.1億 円

給付金の支給額 171.9億 円 171.9億 円

その他の業務経費 63.3億 円 63.2億 円

障害者職業センタTの設置運営 75,1億 円 74.9億 円

障害者職業能力開発校の運‐営 8.7億 円 8.7億 円

[  :号1甲守器 257.3億円 一 億円

調整金・報奨金、助成金の支給額 212.4億円 一 億円

その他の業務経費 45,0億 円 一 億円 [鮮 〕

障害者 職 業総 合センター



契約の相手方法人 物品役務等、
公共工事等の名称

契約形態の別
契約による

支出合計金額
(千円)

国家公務員OB役員数 国家公務員OB職員数

|うち厚労省OB

うち国家公務員
'

)8常 勤役員数 ち国家公務員0日非常動役員数

|うち厚労省OB土・財年 法人名 うち厚労省OB うち厚労省OB

社 日本衛生検査所協会
半灰2o年度1腫栗別吊肺石履用II進景

業」の実施
10,00C 0 0

社 日本専門店協会
平成20年度「産業別高齢者雇用推進事
業 lの 軍 怖

10,00(

社 (社)日 本パプリックリレーションズ協会
平成20年度「産業別高齢者雇用推進事

業」の実施
9,130

社 日本分析機器工業会
平成20年 度「産業別高齢者雇用推進事
業」の実施

3 9,987

社 日本自動車部品工業会
産業別高齢者雇用推進ガイドライン策定
事業

4 10100(

社 日本染色協会
産業別高齢者雇用推進ガイドライン策定
墓 輩              _

4

社 日本グラフイツクサービスエ業会
平成20年 度「産業別高齢者雇用推進事
業」の実施

3 8,68`

社 日本民営鉄道協会
産業別高齢者雇用推進ガイドライン策定
事業

3 8,29(

社 日本港運協会
産業別高齢者雇用推進ガイドライン策定

事業
9,999

社 日本造船工業会
産業別高齢者雇用推進ガイドライン策定
事業

3 8,04C

社 財形福祉協含 定期刊行物 購入/「福祉情報」

平成20年度重度障害者雇用拡大総合推
准 菫 輩

4 2.208 1 0 1 C

社 全国重度障害者雇用事業所協会 97,84g 1 1 1 1 1

社 北海道高齢・障害者雇用促造協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 25003 0 9

_社 青森県高齢・障害者雇用支援協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 108,27t 0 2

社 着手県雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 108,318 0 2

社 宮城県雇用支援協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 180,336 3

社 秋田県雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 C 0 3

社 山形県高齢・障害者雇用支援協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 100,61 C 0 0 2

社 福島県雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 111.197 0 3

社 茨城県雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 115.201 0 7

社 栃木県雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 110,503 0

社 群馬県雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 118155フ 0 0

社 埼玉県雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 0 0 0

高齢・障害者雇用支援機構から公益法人への支出状況 (契約)及び国家公務員OB役職員の在籍状況
‐
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契約の相手方法人 物品役務等、
公共工事等の名称

契約形態の別
契約による

支出合計金額
(千円)

コ家公務員OB役員数 国家公務員OB職員数

|うち厚労省OB
|うち庫労省もB :ち

国
F公

務員
ilII[:よ

うち国家公務員OB非■動役員数

|うち厚労省03士・財響 法人名

社 千葉県雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 176,01` 0

社 東京都雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 467,79〔 0

社 所潟県雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 164,86( 0 3 3

社 自山県雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 118,77Z 0 0 2

社 百川県雇用支援協会 雇用安定事業関係委託業務等 105,91 0 0 0 3

社 幅井県雇用支援協会 調用安定事業関係委託業務等 108,84( 0 0 0 1 1

社 山梨県雇用促進協会 壼用安定事業関係委託業務等 96.78` 0 0 0 3

社 長野県雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 138,34( 0 0 7

社 岐阜県雇用支援協会 雇用安定事業関係委託業務等 128.27Z 0 0

社 愛知県雇用開発協会 用安定事業関係委託業務等 252,33: 0 0 7

社 二重県雇用開発協会 用安定事業関係委託業務等 87,59( 0 0 0

社 滋賀県雇用開発協会 菫用安定事業関係委託業務等 104,82( 0 0 3

社 京都府高齢・障害者雇用支援協会 雇用安定事業関係委託業務等 164,18( C 0 0 3

社 大阪府雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 405.89〔 0 0

社 奈良県雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 102,33( 0 0 5

社 和歌山県雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 97.11 0 0 0 3

社 島根県雇用促進協会 霞用安定事業関係委託業務等 93,291 0 3

社 岡山県雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 125,92( 0 C 0 0 8

社 広島県雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 174,93( 0 C 0 0

社 山口県雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 102,771 0 C 0 2

社 徳島雇用支援協会 雇用安定事業関係委託業務等 102,495 0 0 0 2

社 香川県雇用支援協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 104,585 0 0 0 0

社 愛媛高齢・障害者雇用支援協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 103.566 0 0 0 3

社 高知県雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 89,60遍 0 0 C 2

社 長崎県雇用支援協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 121,646 0 C 4
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契約の相手方法人 物品役務等、
公共工事等の名称

契約形態の別
契約による

支出合計金額
(千円)

IIl家公務員OB役員数 国家公務員OB職員数

|うち厚労省OB

うち国家公務員OB常 動投員数うち口「公務員
i:]II[::吐・財聟 法人名 うち厚労省OB うち厚労省OB

社 熊本県高齢・障害者雇用支援協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 125.32C 0 0 4

社 沖縄雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 109.220 0 0 0 2

社 日本建築板金協会
産業別高齢者雇用推進ガイドライン策定
菫 輩      

‐ 3 9,237

社 鳥取県高齢・障害者雇用促進協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 97,359 0 0 0 0

社 静岡県雇用支援協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 175.977 0 0 0 6

社 宮崎県雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 112,189 0 0 0

財 結核予防会 (新法人へ移行済) 平成20～ 22年度定期健康診断の実施 1 74,394

財 雇用開発センター
平成20年度障害者職域拡大等(専門)研

究調査委託(知 的障害者の事務従事者
3 4,50〔 1 0 1 1 1 1

財 神奈川県雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 220,44〔 1 1 1 1 0

財 福岡県高齢者・障害者雇用支援協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 225,59〔 0 0 0 0

財 佐賀県高齢・障害者雇用支援協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 101.631 0 1

財 大分県総合雇用推進協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 115,36( 0 0

財 鹿児島県雇用支援協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 128,55〔 0 0 0 4

財 兵庫県雇用開発協会 雇用安定事業関係委託業務等 4 231.57` 0 0 0 11

(注 1)支 出額 は平成 2 て し

鮭3歴斧諌翼贅尋餞賃ヌ場孫蒻事露讐責賃靡 x霜霧霜譜晨議賢最足葛魔I摩繹鶴 開智数である。
;

(注 4)、 契約形態の別は本のとおり表示している。
1 -般競争入札
2指名競争入札              :     _
3随意契約(競争性あり)1     =
4随意契約 (競争性なし)
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り 発足

り 役職員数

独立行政法人 雇用・能力開発機構の概要
■沿革|・

平成16年 3月 1日 t特殊法人雇用口能力開発機構より独立行政法人化

役員6名 (理事長、理事3名 、監事2名 )(平成22年4月 1日 現在)  :
職員3,588名 (平成22年 4月 1日 現在)       :

げ 所在地

lerl組織

leli予算 国からの財政支出額  1059.3億 円(H21)→ 846.7億 円(H22)

運営費交付金 729.6億円(H21)→ 619,5億 円(H22):

施設整備費等補助金  17.2億円(H21)→ 12.0億 円(H22)

その他の補助金等   312.5億円(H21)→ 215,3億円(H22)

1事‐
業 1概t宴

り 能力開発に関する業務
・離職者`在職者・学卒者に対する公共職業訓練の実施、事業主等の行う職業訓練の援助等

り 雇用開発に関する業務
・中小企業の雇用創出t人材確保等のための助成金の支給、雇用管理に関する相談等

リ
・勤労者の財産形成を促進し、生活の安定を図るための持家取得資金、教育資金の融資等

り その他
口雇用促進住宅を譲渡又は廃止する業務並びに譲渡等するまでの間の管理運営業務

神奈川県横浜市(本部 )

本部(8部 1室 )、 職業能力開発施設等(73所 )
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独立行政法人雇用哺ヒカ開発機構の概要

≪基礎データ》 【22年度】 【(参考)21年度】 ≪組織体制≫ [警舗義雹魯〕

役員 6人

うち
国家公務員出身i者

0`人 3人

うち

現役出向者
1人 1人

職員
3,588ノヽ

〔昴≦彗曇鼻I員47人 〕

うち ―
  | :|‐

国家公務員出身:者
0人 10人

うち ―■
現役出向者

17人 15人

予算 5,418億円
うち      ―■

国からの財政支出
855億円 1074億円

* 役職員数は平成22年 4月 1日 現在、予算額は平成22年度の数値、うち

国家公務員出身者・現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日現
在、うち国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

≪主な事務・事業≫

事務1事業 予算
うち国からの

財政支出

職業能力開発総合大学校(相模原) 37億 円 32億 円

職業能力開発総合大学校東京校 (ノ1ヽ平) 21億円 19億円

職業能力開発本学校にp校)1  1‐
1職業能力開発本学校附属短期大学校(12校 )

:職業能力開発短期大学校(1校) |
(ポリテクカレ

'ジ

) |   :  ‐  ‐ ||

186億 円 156億円

1職業熊力開楽促準ヤンター161所 )

.(ポリテクセンタ‐)   | 369億円 358億円

雇用促進住宅 289億 円 0円

(全体) 14.9%

本部
8音「1室
(288ノ )`

うち管理部門
3部 1室 (143人 )

49,70/o

地 方

職業能力開発総合
大学校 1校

職業能力開発大学校
(職業能力開発大学

校附属短期大学校
12校 )10校
職業能力開発短期
大学校 1校

職業能力開発促進
センター 61所
(3,300ンk)

うち管理部門
(393人 )

11,90/o

1校

，

―

―

―

卜

ｉ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

ｉ

ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

Ｌ

10校

1校

61所

職業能力開発総合大学校

職業能力開発大学校

職業能力開発大学校附属
短期大学校 (12校 )

雇 用 管 理 部

業 務 推 進 部

職業能力開発促進センター



雇用口能力開発機構から公益法人への支出状況(契約)及び国家公務員OB役職員の在籍状況

契約の相手方法人 物品役務等、
公共工事等の名称

契約形態の別
契約による

支出合計金額
(千円)

コ家公務員OB役 員数 国家公務員OB職員数

調
うち国際公務員DB常勤役員数 ち国家公務員C 8非常勤役員数

士・財1 法人名 ち厚労省0日 うち厚労省OB うち厚労省OB

社 日本ピアノ胡律師協会 体験指導員業務 (ピアノ調律師)の委託 4 1,665

社 国際日本語普及協会
国費外国人留学生受入事業の日本語研
修業務の委託    _ 7,979

社 日本健康倶楽部 走期健康診断 3 1,091 1 1 0 0

社 日本経営士会 餞業訓練の委託 (lT基礎科) 3 8,379

社 日本添乗サービス協会 菫業雇用高度化事業の委託 4

社 財形福祉協会 起期刊行物購読料 4 1,808 1 0 0 1 0

社 雇用問題研究会 超期刊行物購読料 4 7,605 0 0 0 0

社 大分産業機械技能教習所 朧業訓練の委託 (建設機械等運転科) 3 2.205 0 0 0 0

社 日本国民高等学校協会 職業訓練の委託 (農業実践科) 3 5,29

社 新潟県労働衛生医学協会 定期健康診断 1 1 1 1 1 0

財 中央工学校生涯学習センター
職業副|1練の委託 (建設CAD実務技能科)

まか
3 27.981

財 総合健康推進財団 識業訓練の委託 (介護住環境科)ほか 3 71,829 2 1 1 1 1 0

財 デジタルコンテンツ協会 産業雇用高度化事業の委託 4 29,00C

財 関東電気保安協会 高圧受変電設備定期保守点検 1 1`,88C

財 労務行政研究所 定期刊行物購読料 4 10,80C 0

財 全日本労働福祉協会 定期健康診断 1 6 2 4 2

財 雇用振興協会 雇用促進住宅管理運営等業務委託 3 20,862.562 0 0 0

財 介護労働安定センター
戦業訓線の委託(介護総合サービス実践
μ )ほ か        _

116,798 0 0

財 啓成会 戯業訓練の委託(義肢装具科) 3 27:531 2 1 1 2 1 0

財 nt業訓練教材研究会 戯業訓練用教科書改定作業の委託 1 5,232 0 0 0 0

財 海外職業訓練協会
朧業訓練の委託(海外ビジネス科)

|ヽ
   ‐      `

ほ
3 5.142 2 1 1 2 1 2

財 九州港湾福利厚生協会
雇用促進住宅門司白野江宿舎敷地使用
は

4 7,063 1 0 1 0 0

財 日本産業衛生会 期健康診断 1 4,331 0 0 1 1
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契約の相手方法人 物品役務等、
公共工事等の名称

契約形態の別
契約による

支出合計金額
(千円)

国家公務員OB役員数 コス公務員OB職員数

副
うち目安公務 曇o日螢 th40・ 目徴 ち口家公縮■OB非常量役員数

|うち産労省6B1・ 財専 法人名 うち厚労省OB うち厚労省OB

財 近畿健康管理センタ‐ 定期健康診断 1 1,331 1 1 ( 1 1

財 神戸港湾福利厚生協会
雇用促進住宅神戸小部宿舎敷地使用料
:モか

4

財 大阪港湾福利厚生協会 雇用促進住宅大阪五条宿舎敷地使用料 4

財 崎玉県健康づくり事業団 定期健康診断 1 0

1 2 て し

(注2)国家公務員OB役員数については平成22年7月 1日 現在、国家公務員QB職員数については平成22年 4月 1日 現在の数である。

(注3)‐ 他省庁所管法人、新法人べの移行済法人及び解散済法人の国家公務員OB役職員数については「―」を記載している。

(注4)契約形態の別は次のとおり表示している。
1-鍛競争入札

'2指名競争入札
3随意契約(競争性あり)

4随意契約(競争性なし)
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雇用・能力開発機構から公益法人への支出状況(契約以外)及び国家公務員OB役職員の在籍状況

リア形成促進助成金

人材確保推進事業助成金

中小企業人材確保推進事業助成金

中小企業人材確保推進事業助成金

キヤリア形成促進助成金

国家公務員OB職員数
支出の名目等

左記法人に対す
る支出実績額

(千 円)

国家公務員OB役員数

小企業人材確保推進事業助成金東日本プラスチック製品工業協会

建設雇用改善助成金日本空調衛生工事業協会

日本左官業組合連合会

日本塗装工業会

日本橋梁。鋼構造物塗装技術協会

全国中小建築工事業団体連合会

日本建設大工工事業協会

全日本瓦工事業連盟

日本建築プロック・エクステリアエ事業協会

全国解体工事業団体連合会

日本造園建設薬協会

中国地区信用金庫協会

小企業人材確保推進事業助成金

地方自動車整備振興会

県自動車整備振興会

大阪府自動車整備振興会

キヤリア形成促進助成金
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国家公務員OB職員数左記法人に対す
る支出実績額

(千円)

国家公務員OB役員数 国家公務員OB常動役員数

キャリア形成促進助成金

崎県自動車整備振興会

中小企業人材確保推進事業助成金

キャリア形成促進助成金

日本造園組合連合会

ャリア形成促進助成金

1)

(注2)

(注3) 冠署斧欝暑餓 尋襟実ズЪ籠
は平成22年 7月 1日 現在、国家公務員OB職員数については平成22年4月 1日 現在の数である。
多行済法人及び解散済法人の国家公務員OB役職員数については「―」を記載している。
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事業の目的

設立年月日

役職員

事業の概要

運用方法

運用委員会‐

厚生労働大臣から寄託、された年金積立金の管理及び運用を行うと
、ともに、その収益を国庫納付することにより|、 厚生年金保険事業
及び国民年金事業の運営の安定に資する。       ■

○

○

○

○

○

平成 18年 4月 ¬日

ほか、国内債券の下部を自家運用して́いる:。

理事長、1理事 1名 、監事2名 、職員75名 ,(平成22年4月 )

厚生労働大臣から寄託を受けた年金積立金の管理 ‐運用等

民間運用機関 (信託銀行及び投資顧問会社)に運用を委託している

: が任命

中期計画及び業務方法書の審議(法人が行う年金積立金の管理
運用業務の実施状況の監視等を任務とする
委員は、経済 口金融の専門家等の学識経験者から厚生労働大臣
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厚生年金田国民年金の積立金運用について

<運用の基本的考え方 >
◇ 厚生年金保険法及び国民年金法等に基づき、

◇ 「国内債券中心」、「インデックス運用を中心」、

考え方により、運用。

口年金積立金全体 約128兆円(平成21年度末)

・ 国内債券、約7割 (内外の債券では、約8割 )。

・ 賃金に対する実質的な運用利回りの確保。

・ 専門性の徹底及び責任の明確化を図り、運用に

特化した独立行政法人において運用。

<年金積立全全体の運用実績>
・13年度(自 主運用開始)～ 21年度の累積収益額

:約 23兆円(平均収益率 : 1.8%′ )

長期的な観点から、安全かつ効率的にIT_用 。
「ポートフオリオ全体のリスクを抑+1」などの

年金制度の設計

年金財政の検証

中期目標IIP■IЮ
実績調面く レ :ミ 」二τ改趾

1金融臨 畠豪 |

L「 二自由―

Fニ
ニ

■

~~口
喜墓

=」
ヽ

理事長

株式等の投資割合決定

○運用受託機関の管理 .

〇インハウス運用の実施

く タ

(運用受託機関)信託銀行□投資顧問会社(7777ン向

<基本ポートフォリオ>

国
内
櫃
券

６７

国
内
株
式

‐１

％

外
国
債
券

８
％

外
国
株
式

９

％

短
期
資
産

５

％
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年金積立金管理運用独立行政法人の概要

≪基礎デニタ≫ レ癖 度X鯵マ21年度≪ 組 織 体 制 ≫

1役員 | 4人
(うち非常勤:監寺1^〕

うち ■ 1 ‐‐

国家公務員出身者
1人
(注 )

2人

うち■ ●::

現役出向者
1人 1人

, 75人

〔言貿
1琴

1｀

り「常漢力
:職早 〕

うち―.  ‐  ■:

国家公務員出身者
0人 0人

|うち||||  |
‐現役出向者‐ 7人 8人

■般管1理 1費波:

0業‐務1経費(う

ち:管理運用委|

託手:数1料を除
く)|:■111111:||

24億円 .うち11 1:■    :
‐国からの財政支出

* 役職員数は平成22年 4月 1日 現在 、予算額は平成22年度の数値、うち国家
公務員出身者・現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日 (注)現在、う
:ち 国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値

(注)役員めうち平成21年度の国家公務員出身者は、平成21年 7月 1日 に就任した非常
, 勤監事を含む:なお(平成23年 6月 末の任期到来の際には、公募を予定。

≪主な事務口事業≫

本部
3部4室6課
(75人 )

うち管理部門
1音椰2言果(18人 )

24%

地方

組織図(平成22年 4月 1日 現在)

Ｚっ
〈
ロ

め

割
占
り

に
ド

人
鵬

法

管

一

ｉ

ｌ

来 年金積立金約120兆 円を管理運用し、手数料は288億 円、

年度実績 )

運角手数料率6.02%(平 成20 1
´      l______“

“

_

事務|‐事業
一般管理費及び業務
経費 (うち管理運用
委託手数料を除く)

うち国からの
財政支出

1年1金積立金の1管理1運用事業
|::i■

1111■
111='1‐   |_ 11'|  |

24億円

インハウス運用室
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年金積立金管理運用独立行政法人から公益法人への支出状況(契約)及び国家公務員OB役職員の在籍状況 :

契約の相手方法人 物品役務等、
公共工事等の名称

契約形態の別
契約による

支出合計金額
(千円)

コ家公務員0日役員数 国家公務員OB職員数

|う:厚勢省0日
|う
ち厚労省0日

うち国家公務員0日常動役員錢

1  応 |う

ち
T家

公
l員蝙土■け響 法人名

財 年金シニアプラン総合研究機構
管理運用栗務にかかるけ悸憂孔栗粉契

的
6 1 1 1 1

財 日本生産性本部(旧社会経済生産性本部) JMI健康調査 ヘ

1 2

帷 a国 家公務員OB役員蜘 こついては平成22年 7月 1日 現在、
界酸 蓉曇昌著勁邑議賃昼建ζttI摩″ 鶴 盟 智

数であぅ。

(注3)他省庁所管法人、新法人への移行済法人及び解散済法人σ

(注4)契約形態の別は次のとおり表示している。
1 =般競争入札
2指名競争入札
3随意契約(競争性あり)

4随意契約(競争性なじ)                             ヽ
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年金積立金管理運用独立行政法人から公益法人への支出状況(契約以外)及び国家公務員OB役職員の在籍状況

交付先法人
支出の名目等

左記法人に対す
る支出実績額

(千円)

国家公務員OB役員数 国家公務員0 3常勤役員数 国家公務員0日 非常勤役員数 国家公務員OB職員数

吐・財自 法人名 うち厚労省OB |うちこ募省OL うち厚労省08 うち厚労省OB

社 日本証券アナリスト協会
年会責α50,000)、 I綺代(¥10,000)、 受話
料α694,800)

755

社 日本産業カウンセラ,協会 研修費 1 1 1

社 金融財政事情研究会 会費 252

財 日本人事行政研究所 セミナ‐参加費

財 行政管理研究センター セミナ=参加費

財 大蔵財務協会 書籍代 1

財 年金シニアプラン総合研究機構 , セミナニ参カロ費 6 1 1 5 1 1

財 塵設物価調査会 書籍代

1=し

(注2)国家公務員OB役員数については平成22年 7月 1日 現在、国家公務員OB職員数については平成22年 4月 1日 現在の数である。
(注3)他省庁所管法人:新法人への移行済法人及び解散済法人の国家公務員OB役職員数については「―」を記載している。
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(独)福祉医療機構の概要
法人の概要

目 的   社会福祉事業施設及び病院、診療所等の設置等に必要な資金の融通並びにこれらの施設に関
‐   する経営指導、社会福祉事業に関する必要な助成t社会福祉施設職員等退職手当共済制度の運

営、1出身障害者扶養保険事業等を行い(も つて福祉の増進並びに医療の普及及び向上を図るこ

とを目的とする8

また、厚生年金保険制度、国民年金制度及び労働者災害補償保険制度に基づき支給される年
金たる給付の受給権を担保として小回の資金の貸付けを行うことを目的とする。    _

設 立  平成 15年 10月 1日

所在地  1法人本部 :東京都港区  大阪支店 :大阪市中央区  ,      .

役職員数 役員 :6名 (うち常勤5名) 職員 :279名 (うち常勤257名) ※平成22年 4月 1日現在

予算額  38,398百 万円 ※平成22年度国からの財政支出         :      :

主な事業の概要

0福祉貸付事業

。医療貸付事業

・退職手当共済事業

0年金担保貸付事業

社会福祉事業施設を設置する場合等に必要な資金を融資する事業

病院t介護老人保健施設及び診療所等を設置する場合等に必要な資金を融資する事業

社会福祉施設の職員等が退職した場合に、退職手当金を支給する事業    :
:_厚

生年金等の年金受給者に対し、年金受給権を担保にした生業資金等の小国資金を
融資する事業

0労災年金担保貸付事業 労災年金受給者に対し、年金受給権を担保にした生業資金等の小由資金を融資する事業
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独立行政法人福祉医療機構の概要

≪基礎データ≫ ≪組織体制≫

(全体) 300/o

本部
10部 28課2室

(230人 )

うち管理部門
4部8課 1室 (74人 )

320/0

地方
4課

(27人 )

うち管理部門  i
l:課 (3人 )

11%

* 役職員数は平成22年 4月 1日 現在、事業費は平成22年 度の数値、うち国家公務員出身者及びう
´
ち現役出向者については各年度の4月 1日 現在、うち国がらの財政支出について |よ 各年度の数値

≪主な事務・ 事業≫

.1藍

!1番

室

ヽ
―
‥
ノ

２っ
〈
ロ

め

割

占

の

こ

　　　　【”
”
‐
‐

土
ロ

人
理

法
管

ｒ
ｌ
ｌ
ヽ

【22年度】 【(参考)21年度】

役員 6名
うち国家公務員出身者 0名 2名

うち現役出:向者 1名 1名

職員 | 2574呂
うち国家1公務員出身者 4名 4名

うち現役出向者 6名 8名

:事業費: α409億円 うち国からの財政支出 2,466億円 3,227億円

大
阪
支
店
■

覇
斑
ぎ
例
甕
麗

一一一＝̈
一「一日日回用卸馴相「「「「「‥‥‥‥‐‐‐劇

躍
督
督
刷
馴
劇

「
――
―
―――――――
目
罰
劇
劇

* 財投機関債を除く
二58-    .

:

― HO

事1務:事業 事業費 うち国からの財政支出

|■■■111111:1■ ■■■11■ ■ :

1鼈冒蜃尾峯皇 3,122億円

計 2,162億円

うち運営費交付

金・利子補給金

79億 円

うち財政融資
資金

2,083億円

■年1金担保1貸付事業,‐

労1災1年金
‐
担
‐
保1貴行事業 1,952億円

姜|^碑|1清情|'||1書 || 7億円 6億円

|■退職千当業済事1業■|

心身1障害1者扶養:保1険事:業
1253億円
(給付金を含む)

262億 円
うち退職手当共済事業の

給付費補助金 256億円
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契約の相手方法人 物品役務等、
公共工事等の名称

契約形態の別
契約による

支出合計金額
(千 円)

国家公務員OB役員数 コ家公務員OB職員数

|うち厚労省0日ち厚労省OB

うち国家公務員
illililζ

うち国家公務員C B非常勤役員数

うち厚労省OB1・ 財毎 法人名

社 行政情報システム研究所 「行政&情報システム」年間購読料

社 生命保険協会
心身障害者扶養保険栞湯に係る業務委

託
12165

社 日本病院会 日本病院会雑誌購読料(20年度) 0 2

社 日本医療福祉建築協会
「病院・福祉建築基礎講座」への参加に

係る費用
0

社 国際社会福祉協議会日本国委員会
社)国際社会福祉協議会日本国委員会
こ係る平成20年度会費

4 0

社 国民健康保険中央会 介護給付費単位数表標準マスタの購入

社 全国社会保険協会連合会 社会保険」年間購読料

社 日本能率協会
戦略的テレフォンスキルセミナー参加料

等

社 東京銀行協会 金融機関・店舗情報CD― ROM等

社 大阪銀行協会
医療・福祉貸付事業に係る受託金融機関
業務研修会開催に係る費用(会場借上

社 芝法人会 源泉所得税講習会」参加に係る費用

社 日本内部監査協会 内部監査基礎講座」参加に係る費用

財 日本人事行政研究所
給与実務研修会(俸給関係)」参加に係
ふ春 用

=
財 行政管理研究センター

「行政機関及び独立行政法人等のための

個人情報保護法制セミナー」参加料

財 民事法務協会 登記情 報サービス利用料 等

財 大蔵財務協会 ファイナンス」年 間購読料

財 日本システム開発研究所 独立行政法人会計システムの保守 等 20,287

財 厚生統計協会 「厚生統計協会配布資料」年間購読料 : 4

財 結核予防会 (新法人へ移行済 )

平成20年度定期健康診断に係る業務委
評

1

財 核予防会(新法人へ移行済)
平成 21年4月 1日 採用内足看 にかかる

僣 藩診 断に係ス書 用
=

財 会福祉振興・試験センター
平成20年 度民間社会福祉施設等職員海
外研修・調査に係る経費 等

4.125

財 年金シニアプラン総合研究機構 年金と経済」年間購読料 1 l 1

財 厚生年金事業振興団
医療貸付事業個別融資相談会 (平成20
年麿上期)の開催に係る費用(北海道 )

3

財 塵設物価調査会 建設統計月報」年間購読料 4

財 経済調査会 印刷費積算請習会参加費用 4 1

福祉医療機構から公益法人への支出状況(契約)及び国家公務員OB役職員の在籍状況
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(注2)国家公務員OB役員数については平成22年7月 1目 現在、国家公務員OB職員数については平成22年 4月 1日現在の数である。
(注3)他省庁所管法人、新法人への移行済法人及び解散済法人の国家公務員OB役職員数については「―」を記載している。
(注4)契約形態の別は次のとおり表示している。

1=般競争入オじ

::憔羹露憔性あり
‐      :_

4随意契約 (競争性なし)           |                              ´
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福祉医療機構から公益法人への支出状況(契約以外)及び国家公務員OB役職員の在籍状況

交付先法人
支出の名目等

左記法人に対す
る支出実績額

(千 円)

国家公務員OB役員数 国家公務員01 3常 勤役員数 国家公務員OB 非常勤役員数 国塚公務員OB職員数

土・財旱 法人名 うち厚労省0日 うち厚労省OB うち厚労省OB うち厚労省OE

社 全国子ども会連合会 子育て支援事業助成金 5,01(

社 認知症の人と家族の会 社会福祉振興事業助成金

社 全国有料老人ホーム協会 社会福祉振興事業助成金 5,991 0 0 C

社 シルバーサービス振興会 社会福祉振興事業助成金 33.56( 2 2 1 1 1 1 0

社 日本福祉用具供給協会 社会福祉振興事業助成金 7,91〔 4 4 1 1

社 全国老人保健施設協会 社会福祉振興事業助成金 17.12` 0 0 C 1 1

社 至議会 社会福祉振興事業助成金 4.42〔 0 0

社 全国保健センター連合会 子育て支援事業助成金 15,00( 3 5 1 1

社 日本女医会 子育て支援事業助成金等 0

社 日本作業療法士協会 高齢者・障害者在宅福祉等整備事業助成金 4.50( 0

社 日本助産師会 子育て支援事業助成金 10,785 C 0

社 日本精神保健福祉連盟 社会福祉振興事業助成金等 6.582 2 0 { 3 2

社 日本てんかん協会 高齢者・障害者在宅福祉等整備事業助成金 4,972 C 0 0 0

社 鐘日本難聴者・中途失聴者団体連合会 高齢者・障害者在宅福祉等整備事業助成金 4.109 C 0 0 0 0 0

社 日本オストミー協会 高齢者・障害者在宅福祉等整備事業助成金 6,400 C 0 0 0 C

社 日本社会福祉士会 社会福祉振興事業助成金 29,216 C 0 0 0 0 C

社 日本発達障害福祉連盟 子育て支援事業助成金 9,293 C 0 0 0 0 0

社 日本自閉症協会 子育て支援事業助成金 15,718 1 1 1 1 0 0 0

社 畢子保健推進会議 子育て支援事業助成金 8,000 2 0 C 2 2 0

社 全国国民健康保険診療施設協議会 子育て支援事業助成金等 19,026 C 0 0 1 1

社 日本介護福祉士会 社会福祉振興事業助成金 14.83( 1 0 1 0 1 1

社 日本社会福祉士養成校協会 社会福祉振興事業助成金 5,60( 0 0 0 0
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交付先法人
支出の名目等

左記法人に対す
る支出実績額

(千円)

国家公務員OB役員数

|う
ち厚労省OB

コ家公務員OB常勤役員数

|う
ち厚労省OB

国家公務員08非常勤役員数

|う
ち厚勢省0日

国家公務員OB職員数

|う
ち厚労省OB

1・ 財等 法人名

社 全国脊髄損傷者連合会 高齢者・障害者在宅福祉等整備事業助成金 0 C 0 0

社 日本精神保健福祉士協会 高齢者,障害者在宅福祉等整備事業助成金 5,608 0 C 0 0

社 長寿社会文化協会 社会福祉振興事業助成金 7,184

財 ヨ際障害者年記念ナイスハート基金 高齢者・障害者在宅福祉等整備事業助成金 2,70C

財 日本放送教育協会 子育て支援事業助成金 5,120

財 日本女性学習財団 子育て支援事業助成金 4.395

財 日本キリスト教婦人嬌風会 子育て支援事業助成金 2,349

財 軍生労働問題研究会(解漱済) 子育て支援事業助成金等 47,152

財 軍生統計協会 社会福祉振興事業助成金 1 1 4 3

財 認知症予防財団 (ぼけ予防協会 ) 高齢者。障害者在宅福祉等整備事業助成金 121000 0 C

財 長寿社会開発センター 社会福祉振興事業交付金等 148,931 6 2 4 1 :

財 ダイヤ高齢社会研究財団 社会福祉振興事業助成金 6.400 0 3 C

財 隆康・生きがい開発財団 社会福祉振興事業助成金 2,691 4 0 4 0 C

財 医療関連サービス振興会 社会福祉振興事業助成金 2 4 4 4 4

財 赤枝医学研究財団 子育て支援事業助成金 2.00C 2 1 0 1

財 全日本聾唖連盟 障害者スポーツ支援事業助成金 3i400 0 0 C

財 日本障害者リハビリテーション協会 高齢者・障害者在宅福祉等整備事業助成金等 21,131 7 1 1 6 1

財 日本障害者スポーツ協会 障害者スポーツ支援事業助成金 193.270 1 1 4 3 1 1

財 テクノエイド協会 社会福祉振興事業交付金等 265,473 2 1 1 1 1

財 尾童健全育成推進財団 子育て支援事業助成金 1■250 0 C 0 0

財 全国里親会 子育て支援事業助成金 8,086 0 0 C 0 0

財 児童育成協会 子育て支援事業助成金 16.278 1 1 C 1 1 2

財 こども未来財団 子育て支援事業助成金 13,832 0 0 0 0 2

財 母子衛生研究会 子育て支援事業助成金 8.631 1 1 1 1

-62-′



交付先法人
支出の名目等

左記法人に対す
る支出実績額

(千 円)

国家公務員OB役員数 国家公務員0 3常勤役員数 国家公務員0日 非常勘役員数 国家公務員OB職員数

吐・財旱 法人名 うち厚労省0日 うち厚労省OB うち厚労省OB うち厚労省0日

財 家庭保健生活指導センター 子育て支援事業助成金 8,098 2 0 2
０

ヽ

財 医療経済研究・社会保険福祉協会 社会福祉振興事業助成金 4 2 2 0

財 こども教育支援財団 子育て支援事業助成金 4,034

財 森薬・覚せい剤乱用防止センター 子育て支援事業助成金 36.217 3 1 1 1 0

財 腟康・体力づくり事業財団 社会福祉振興事業助成金 5 2 2

公財 生協総合研究所 子育て支援事業助成金等 10,50C

は るヽ

(注2)国家公務員OB役員数については平成22年フ月1日現在、国家公務員OB職員数については平成22年 4月 1日 現在の数である。
(注3)他省庁所管法人、新法人への移行済法人及び解散済法人の国家公務員OB役職員数については「―」を記載している。
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1.発 足

2.目 的

3.所在地

平成15年 10月 1日  独立行政法人化 :

第1期  平成15年 10月 1日 ～ 平成20年 3月 31日

第2期  平成20年 4月 1日 γ 平成25年 3月 31日
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三 重度の知的障害者に対する自立のための先導的かつ総合的な支援の提 :

供t知的障害者の支援に関する調査及び研究等を行うことにより、知的障 :
)害者の福祉の向上を図る(のぞみの園法第3条)   ‐     
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群馬県高崎市寺尾町2120■ 2

４

　

５

　

６

組 織    法人事務局(2部 )、 総合施設(4部 )、 診療所

役職員数
.r261人

(役員5人、職員256人)H22.411・現在

事業の概要       r      .      r
(,1)重度の知的障害者に対する自立のための総合施設の設置・運営
(2)知的障害者の自立と社会参加に関する調査、:研究及び情報提=供

(3)知的障害者の支援業務に従事する者の養成及び研修
(4)障害者支援施設の求めに応じた援助及び助言   _
(5)附帯業務

1 診療所、ケアホニム、地域相談支援センターの設置日運営など
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独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園の概要

≪基礎デニタ≫ ≪組織体制≫
丁
~γ 〃          【22 (参考 21

1役員
5人

(うち監事(非常
勤)2人 )

うち

国家公務員出身者
2人 2人

うち
現役出向者

職員 この機ネ6本
非常勤職員94人

うち   |
国家公務員出身者

0人 0人

うち |■・ 1‐

現役出向者

6人
(うち2人 は
営繕専門職)

5人
(う ち1人 は
営繕専門職)

予:算 40:4億円
うち 1  1

国からの財政支出

25.5億
(退手相当

額を含む)

24.1億
(退手相当
額を含む)

* 役職員数は平成22年 4月 1日 現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家公務
員出身者・現役出向者についてはそれぞれの年度の4月 1日 現在、うち国からの

財政支出についてはそれぞれの年度の数値               .

≪主な事務・事業≫

1事1務・事1業 予算
うち国からの
財政支出

総合施設の設置 :運営 38.8億 円 24.0億円

:調査 11研1究
:及び情報提供 0,8億円 0.8億円

聟1〒覗 蘇粽 講 0.6億円 0,5億 円

1障
.害
者支援施

:設

1の本めに応じた
.

■■■:■1援助1助言  |‐ |‐

0。 2億 円 0:2億円

-65-

法 人 に 占める
管理部門の割合

本部

6部 1所 :

12課

(256人 )

うち管理部門
1部 2課 (23人 )

9.0%

地方 なし なし
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独立行政法人医薬品医療機器総合機構の概要

1.法人の概要

(1)目 的     '
医薬品の副作用又は生物由来製品を介した感染等による健康被害の迅速な救済を図り、

・
並びに医薬品

の品質、有効性及び安全性の向上に資する審査等の業務を行い、もつて国民保健の向上に資すること。

(2)設立年月日 平成 16年 4月 1日      ～

| ※国立医薬品食品研究所医薬品医療機器審査センター及び (認)医薬品日1作用被害救済:研究振興調査機構の業務、
1 (財)医療機器審査センタTのT部業務を統合             

｀              |

(3)所在地 東京都千代田区

(4)役職員数 役員数6人 (う ち非常勤監事1人含む)、 職員数599人:(平
成22年 4月 1日 現在)

(5)平成22年度予算額 .317.6億円 (う ち国庫負担 13.3億 円)          _

2.業務概要

(1)医薬品等の副作用 ご感染による健康被害の救済
‐① 医療費t障害年金、遺族一時金等の支給
② 特定C型肝炎感染被害者人の給付金の支給
③ スモン、HI∨の被害者への健康管理手当等の支給

(2)医薬品・医療機器の承認審査  ・       ―

① 治験相談・申請前相談     ´

② 有効性・安全性の審査
i③ 承認申請資料の信頼性調査、G.LP・ cCPIGMPへ の適合性調査

(3)医薬品・医療機器の安全対策  
｀

① 安全性情報の一元的収集・データベース化
② 安全性情報の科学的評価分析 :調査検討
③ 情報の提供・消費者くすり相談

′                         766-



独立行政法人医薬品医療機器総合機構の概要

≪基礎データ≫ 22年度】 【(参考)21年度】≪組織体制≫
〔響轟罪轟雪魯|

* 役職員数は平成22年 4月 1日 現在、予算額は平成22年度の数値、うち国家

公務員出身者・現役出向者についてはそれぞれの年度の 4月 1日 現在、うち

国からの財政支出についてはそれぞれの年度の数値  i
注)22年度から増えた4人を含め11人 は、いずれも薬剤師又は歯科医師の資格
を有し、公募による技術系職員の選考試験に合格し、採用されたものである。

≪主な事務 L事業≫

1事:務|1事業 予算
うち国からの
財政支出

. 1111 111‐ 1 : :■  r  i l1  1

1年事||1言1摯清|1豪 183億円 4億円

:審
‐査1関連業務 104億円 2億円

安全対策業務 31億円 7億円
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22音52菫邑

(599人 )

うち管理部門
4音F(53A)うち現役出向者

11人注)

うち国家公務員出身者

うち現役出向者

318億円 うち国からの財政支出 安全部門 (123名ゞ
安全第一～第二部

品質管理音「   ´

理事は監)

(技術総括)

救済部門 (34名 )

健康被害救済部

共通部分 (53名 )

総務部、財務管理部、
企画調整部・
レやI痢 ニザ社 ジズ蔀

……

審査部門 (389名 )″

審査業務部
′

審査マネジメント部
新薬審査第一γ二部
生物系審査第一～■部
■般薬等審査部
医療機器審査第一年二部
信頼性保証部

' I
国際部



医薬品医療機器総合機構から公益法人への支出状況(契約)及び国家公務員OB役職員の在籍状況
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契約の相手方法人 物品役務等、
公共工事等の名称

契約形態の別
契約による

支出合計金額
(千円)

国家公務員OB役 員数 国家公務員OB職員数

1うち厚労省OB

「ち甲〒公務員ЭB常動役員数 うち国家公務員 B非常勤役員数

生・財響 法人名 うち厚労省。B うち厚労省OB うち厚労省OB

社 日本広報協会
健康救済根罰 り反

「

A幸1に子るコンサル
'ント業務

1 1,15C

社 日本広報協会
PMDA広 報戦略事務局への専門家派遣
輩 落

4

社 共済組合連盟 共済新報(20年 4月 ～21年3月 )1吉 B 4

社 日本機械学会 日本機械学会議広告掲載料 4

社 日本内科学会 日本内科学会雑誌第97巻 1部 4

社 日本小児科学会 日本小児科学会学会雑誌第112巻 1部 4 1

社 日本薬剤師会
半 厩 20年風 分 量りrF用泄 国 錠 薇 収 栗 粉 要

託費他3件
4 1 1 1 0

社 日本社会福祉士会 社会福祉士第15号広告掲載料他1件 4 0 0 C

社 電子情報技術産業協会 第9回医療機器輸入手続き関連講習会 4 8

社 東京銀行協会
全国銀行店舗一覧異動通知(H29/4～
H21/3)1部 他1441

4

社 日本年金数理人会 金数理人会会費(20年度) 3 0 C

社 日本呼吸器学会 人院内肺炎診療ガイドライン 1部 4

財 日本人事試験研究センター
平成20年度総合職(事務系)職員第2回

採用試験業務委託費     : 4

財 日本人事行政研究所
給与実務研修会 (「俸給関係」及び「諸手
当 閣 篠 1ヽ 患 ■□書 41b644

4 144

財 大蔵財務協会 フアイナンス(20年4月 γ21年 3月 )1部 G

財 日本システム開発研究所
業務システム最適化の実施に係る要件
定義支援竿業務 他1件

1 73.50C

財 日本システム開発研究所
医薬品等承認申請届出受理業務の台帳
整備計画に係るコンサルタント業務

4 1,342

財 生産開発科学研究所
医療機器の不具合評価体制の構築のた
あ の サ 理 輩 落

3 42.845

財 日本眼科学会 日本眼科学会雑誌112巻 3部 4

財 日本薬剤師研修センター
平成20年度治験コーディネーター養成研
修
=輩

  l
1 55,87( 1 1 1 1 0 i 1

財 日本公定書協会
日本薬局方原案の技術的校正作業の委
託他1件

1 5 2 2

財 日本公定書協会
日本薬局方フォーラムVoL17No.4157部

4 1,548 5 2 3 2

財 日本医薬情報センター 12音β他3点 他1件 2,522 2 2



契約の相手方法人 物品役務等、
公共工事等の名称

ISO(国際標準規格)141919951

産業医委嘱契約料他11件

物価資料(20年 4月 ～21年 3月 )1部

積算資料 (20年4月 ～21年 3月 )1部

Medに o蔵構edサービス電子証明書」申請
医療情報システム開発センター

(注 1)

(注2)

(注 3)

(注 4)

国家公務員OB役員数については平成22年 7月 1日 現在、国家公務員OB職員数については平成22年 4月 1日現在の数である。
他省庁所管法人:新法人への移行済法人及び解散済法人の国家公務員OB筆職員数l手ついては「―」を記載してし)る。
契約形態の別は次のとおり表示している。               .
1 -般競争入札  =
2指名競争入札              :
3随意契約 (競争性あり)

4随意契約 (競争性なし)                              _
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医薬品医療機器総合機構から公益法人への支出状況(契約以外)及び国家公務員OB役職員の在籍状況

交付先法人
支出の名目等

左記法人に対す
る支出実績額

(千円)

国家公務員OB役員数

|うち厚努省01

国家公務員OB常動役員数

|う
ち
「

労省OB

国家公務員OB非常勤役員数

'卜ち厚券省OB
国家公務員OB職員数

|う
ち厚労省0日1・ 財自 法人名

財 医療機器センター
(財)医療機器センターにかかる半灰20年
度恨職手当引当金

1,252 1 1

(']三 1 出額は平成20年度決算額を記載してい

(注2)国家公務員OB役員数については平成22年 7月 1日 現在、国家公務員OB職員数については平成22年 4月 1日 現在の数である。
(注3)他省庁所管法人、新法人への移行済法人及び解散済法人の国家公務員OB役職員数については「‐」を記載している。
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資料3-1

☆取り組みの「切り口・独法篇」(案 )

: 
北沢 栄

*大「切 り口」

国 (独法)でなければできない事業か否か

1。
「国でなければできない」→ 事業存続 →

法人ごとの事業合理化、統合によるスリム化 etc.

2。 「国でなくてもできる」→

民営化、廃止、民間委託、地方移管 etcl

l      以上を法人側に問いただし、1.を主張する場合、その理由の明示

|      を求める(法人側に挙証責任 )

|

|     *方 法論

|      
・手順 → 独

|、 特別民間法人、公益法人の順に検討

|      ・これまでの事業仕分け等の成果を踏まえ、各委員から検討すべき

1      問題法人、注目法人を幾つか挙げてもらい、法人側に出席を求

めて上記事項に関し質疑応答 → 後日、評決・結論

*“横串"に向けた制度改革

・問題法人、制度を洗い出し、厚労省のみならず全省庁の該当法

人に適用されるべき制度改革案の検討

以 上



資料3-

☆取り組みの視点①(案 )

北沢 栄

〈基本的視点〉

国の補助金等が、直接、民間に渡つて生かされ、生活者や事業

者に役立っているか。政府系法人が介在して“甘い汁"を吸って

いないか。政府系法人は「民間ではできない事業」をやっている

か75か

*補助金 、委託費 etcLに ついて

・公金が直接、受給対象者・対象事業者に支給されているか否か

1.直接交付の場合 → 事業存続の方向

2.間接交付 (天下り先の独法、公益法人 etc。 が介在)→

介在法人廃上の方向

*研究、調査 etc.の委託事業について

・企画立案機能は本省庁が本来持つべき → 委託研究テーマ

などは毎年度厚労省が選定し、委託先に予算を付ける →

1.研究・調査系の独法は廃止・民間委託の方向 →

大学、企業、NPO etc.への直接委託によリコスト削減および

民間への資金と活力の注入

2.全国的な規模の委託事業 (給付事業 etc。 )を行う独法の扱い

→ 地方移管の方向 → 地方のことは地方で (自 治体の仕事

は自治体で)

以上
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今後 の議論 の方 向性 について

本委員会での議論の対象は独立行政法人と公益法人であるが、独立行政法人は法改正を

伴うため、短期間に方向性を示す必要があると考える。ただし、独立行政法人は既に事業

仕分けなどで一定の議論がなされているため、再確認の意味で事業合理化の方向性を示 し

ていくべきで、ヽ本委員会では公益法人における整理合理化の議論を中心に実施 していくベ

きである。

その意味では、独立行政法人における議論プロセスを参考に、公益法人の整理合理化に

深く切り込んでいくべきである (こ れまで実施されてこなかったため)。 なお、下記は今後

の論点を私見としてまとめたものである。

記

1.国が公費を投入 して実施すべき事業

①国際的に代表する事業 。研究など (例 えば、ナショナルセンター的機能)。

②全国民が利用でき (広域性)、 都道府県や市町村が担うことが難しい公的サービス。

③従来から国が実施 していた事業で、代替的な供給主体が見当たらないサービス。

④緊急時に備えていくべき事業 (感染症対策や災害時など)。

⑤競争原理には適さない事業で、かつ都道府県もしくは市町村で担えないサービス。

2.整理合理化 (独立行政法人及び公益法人)における今後の方向性

①公益法人を中心とした類似した事業に関しては、できるだけ一か所の団体が担 うように

していくべきである (委託事業先の統廃合)。 各事業をグルーピングして受け皿となる団

体を統合していく。

②厚労省OBが在籍 し、公費が多額に投入されている団体を検証していく。

③各団体 (独立行政法人及び公益法人等)において諸々の事業契約形態を精査し、「随意契

約」をどの程度実施しているかを検証していく。そして、原則、プロポーザルなどの競

争原理を導入していくべきである。その際は、単に価格のダンピングにならない方式を

考慮する必要がある。

④民間団体や政府関連団体 (厚労省以外)が類似した事業を実施しているか否かを分析し、

代替できるか事業はないかを議論していく。

3.独立行政法人としての国立病院について

厚生労働省所管の病院としては、「独立行政法人国立病院機構」「労災病院等」「6箇所の



ナショナルセンター :国立がん研究センターなど」が挙げられる。その中で 「6か所のナシ

ョナルセンター」は、国を代表してぃる医療研究機関なので現行のまま存続・維持すべき

である (た だし、6つのナショナルセンタニを 1つの独立行政法人として位置づけるか否か

の議論はできなくもない)。

なお、「独立行政法人国立病院機構J「労災病院等」などは、周辺の公立病院の立地・機

能なども踏まえて検証していく。そして、公的病院の意義にづいて議論しながら統廃合の

議論を実施し、その過程で「社会保険病院」の位置づけも考えていくべきである。

4.国立重度知的障害者総合施設のぞみ園

2010年 9月 20日 、松原先生と視察に出かけた。結論として、本施設自体は独立行政法

たとして存続するべきと考える。しかし、入所している利用者の高齢者の割合が高く部分

的には介護施設的ニーズが高まっている。その意味では社会福祉法人に事業の一部を委託

して、効率的な事業展開の必要性がある。

全て独立行政法人による直営でサービスを担うのは、技術面。人艶面から非効率である。

介護保険制度も想定しながら高崎市 (地元自治体)と 調整のうえ、地元の高齢者も活用で

きる特別養護老人ホームとぃった複合的な視点で事業を展開し
~Cは

どうかと考える。
これによって社会福祉法人の活力も導入でき、地元利用者も含めた地域に根差した施設

経営が可能と考える。

5.特別民間法人等に関する医療保険料の問題

特に、2010年,6月 30日 付 「特別民間法人及び特例民法法人が加入する健康保険組合の

保険料に係る労使負担割合の見直しについて (要請)」 (別紙参考資料)と しで公表された

各法人などをも、今回の整理合理化の議論に関連づけていくべきである。

以 上




